
 

 

運用報告書（全体版）2020年10月期（2019年11月１日～2020年10月31日） 
 

ｉシェアーズ 米国物価連動国債 ETF 

iShares TIPS Bond ETF 

 
米ドル建／オープンエンド契約型外国投資信託 

米国デラウェア籍法定トラスト 

 

受益者のみなさまへ 

 

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げます。 

さて、ｉシェアーズ 米国物価連動国債 ETF（以下「ファンド」といいます。）の受益証券は、このたび、

2020年10月期の決算を行いました。ここに、運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トラスト： 

ｉシェアーズ・トラスト 

 

  



 

 

＜ファンドの仕組み＞ 
 

ファンド形態 米ドル建て／オープンエンド契約型外国投資信託 
米国デラウェア籍法定トラスト 

信託期間 無期限 

運用方針 ファンドの投資目的は、物価連動の米国国債により構成される指数に連動する運用成果を
追求することです。 

主要投資対象 ファンドは通常、その資産の90パーセント以上をブルームバーグ・バークレイズ米国TIPS 
インデックス（シリーズL）（Bloomberg Barclays U.S. Treasury Inflation Protected Securities 
(TIPS) Index (Series-L)）（以下「インデックス」といいます。）を構成する債券に、その資産の
95パーセント以上を米国政府の債券に投資します。 

運用方法 ファンドは、一般に「TIPS」として知られる、物価と連動した米国財務省の公的債務の実績
を測定するインデックスに連動する運用成果を追求します。 
BlackRock Fund Advisorsは、ファンドの投資目的を達成するために、「パッシブ」
またはインデクシング・アプローチを使用します。 
BlackRock Fund Advisorsは、ファンドの運用につき代表サンプリング戦略を使用します。
代表サンプリングとは、全体としてインデックスの代表サンプルと類似する投資プロファイル
を有する証券の代表サンプルに投資する指数戦略をいいます。 

投資制限 １．投資を集中させること（すなわち、全資産の25パーセント以上を特定の産業または産業

グループの証券に投資すること。）。但し、ファンドは、インデックスが特定の産業また

は産業グループに証券を集中させる程度とほぼ同程度に投資を集中させます。かか

る制限の目的上、米国政府（その支分機関および系列機関を含みます。）の証券、米

国政府証券の担保付き買戻契約および州または地方自治体もしくはその政府当局の

証券は、いかなる産業の構成員から発行されたものとして解釈されません。 

２．借入を行うこと。但し、（i）ファンドは、これを行わなければ時機を失した証券の処分を要

することとなる買戻請求に対応することを含む臨時または緊急目的（レバレッジ目的を

除きます。）で銀行から借入を行うことができ、（ii）ファンドは、その投資方針と合致して

いる限り、買戻契約、逆買戻契約、先送り取引、およびこれらと類似する他の投資戦

略および技術を履行することができます。（i）および（ii）の取引を行う場合に限り、当該

取引からファンドは総資産（借入額を含みます。）の33⅓パーセント以上を取得しては

ならないという制限が課されます。当該金額を超過する借入は、適用法に基づき縮減

されます。 

３．優先的受益証券を発行すること。但し、米国1940年投資会社法で認められているか、

または、管轄権を有する規制当局が、随時、解釈、修正その他により許可する場合を

除きます。 

４．貸付を行うこと。但し、米国1940年投資会社法で認められているか、または、管轄権を

有する規制当局が、随時、解釈、修正その他により許可する場合を除きます。 

５．不動産、不動産抵当、商品、商品契約を売買すること。但し、かかる制限は、ファンドが

先物契約および先物契約のオプションを取引すること（ファンドの投資目的および投

資方針と合致している限り、為替オプションを含みます。）を禁止するものではありませ

ん。 

６．他の者が発行した証券の引受業務に携わること。但し、ポートフォリオ証券の処分によ

り、ファンドが、厳密には、米国1933年証券法における引受人とみなされる場合を除き

ます。 

分配方針 純投資収益からの分配金（もしあれば）は、最低でも毎年宣言され、ファンドから支払われま

す。証券の実現純収益（もしあれば）の分配は、通常年に一回宣言され、支払われますが、ト

ラストは、ファンドに関してより頻繁に分配を行うことができます。ファンドの登録投資会社とし

ての地位を維持するため、または、分配されない収益または実現利益に所得税もしくは消費

税が賦課されることを回避するために必要または望ましいとファンドがその合理的裁量により

決定した場合、臨時分配金を宣言する権利を有します。 
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Ⅰ．計算期間中における運用の経過および運用状況の推移 

（１）運用の経過 

① １口当たり純資産価格の推移等 

 

 

2019年10月末日現在の１口当たり純資産価格：116.11米ドル 

2020年10末日現在の１口当たり純資産価格：125.29米ドル  

（１口当たり分配金額：1.250472米ドル） 

トータルリターン：9.02% 

 

（注１） 上記のグラフは、Aladdin®システムから抽出したデータに基づき作成しています。 

（注２） 分配金再投資１口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出したもので、ファ

ンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。以下同じです。 

（注３） インデックスおよび分配金再投資１口当たり純資産価格は、2019年10月期末の１口当たり純資産価格を起点として計算して

います。 

（注４） 分配金再投資１口当たり純資産価格は、各投資者の購入状況などにより課税条件が異なるため、分配金に対する税金を考慮

しておりません。そのため、最終的な税引後の結果を示すものではありません。 

（注５）１口当たり分配金額は、税引前の分配金額を記載しています。以下同じです。 
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② 分配金について 

 

当期（2019年11月１日～2020年10月31日）の１口当たり分配金（税引前）はそれぞれ下表のとおりです。

なお、下表の「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」は、当該分配落日における１口当たり分配

金額と比較する目的で、便宜上算出しているものです。 

 

（金額：米ドル） 

分配落日 
１口当たり 

純資産価格 

１口当たり分配金額 
(対１口当たり純資産価格比率(注１))

分配金を含む１口当たり 
純資産価格の変動額(注２) 

2019年11月1日 116.16 0.019816 -0.03 

  (0.02%)  

2019年12月2日 115.92 0.104275 -0.14 

  (0.09%)  

2019年12月19日 116.56 0.10851 0.76 

  (0.09%)  

2020年2月3日 118.60 0.126731 2.17 

  (0.11%)  

2020年3月2日 120.31 0 1.71 

  (0.00%)  

2020年4月1日 118.94 0.175997 -1.19 

 (0.15%)  

2020年5月1日 120.85 0.297868 2.21 

  (0.25%)  

2020年6月1日 121.69 0 0.85 

  (0.00%)  

2020年7月1日 122.86 0 1.17 

  (0.00%)  

2020年8月3日 125.83 0 2.96 

  (0.00%)  

2020年9月1日 126.98 0 1.15 

  (0.00%)  

2020年10月1日 126.10 0.417275 -0.46 

  (0.33%)  

（注１）「対１口当たり純資産価格比率」とは、以下の計算式により算出される値であり、ファンドの収益率とは異なる点にご留意く

ださい。 

対１口当たり純資産価格比率（％）＝100×ａ／ｂ 

ａ＝当該分配落日における１口当たり分配金額 

ｂ＝当該分配落日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

（注２）「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」とは、以下の計算式により算出されます。 

分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額＝ｂ−ｃ 

ｂ＝当該分配落日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

ｃ＝当該分配落日の直前の分配落日における１口当たり純資産価格 

（注３）2019年11月1日の直前の分配落日（2019年10月1日）における１口当たり純資産価格は、116.21米ドルでした。 
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③ １口当たり純資産価格の主な変動要因、投資環境およびポートフォリオについて 

 

米国債券市場概観 

 

2020 年 10 月 31 日に終了した 12 ヵ月間（以下「当年度」）の米国債券市場は、上昇しました。米国債券

パフォーマンスの広範な指標であるブルームバーグ・バークレイズ米国総合インデックスのリターンは、

6.19％でした。 

当年度における米国の経済成長は、コロナウイルスの感染拡大による急激な経済的影響とその後の回復を

反映して、著しく不安定でした。米国では 2008 年の金融危機以来初めて公式に景気後退に入ったことから、

2020 年第１四半期（年率換算でマイナス 5.0％）および第２四半期（年率換算でマイナス 31.4％）において

マイナスの成長率となりました。この第２四半期の数値は、旅行や事業の制限によってウィルスを抑制する

努力により、広範にわたる米国経済の混乱を招いたことから、四半期ベースで過去最大の景気後退を示しま

した。 

米国ではコロナウイルスの感染が継続しているにもかかわらず、企業や消費者は新しい状況に適応し、多

くの州では 2020 年５月から活動の制限が緩和され始めました。米国経済は、自宅勤務やネットショッピング

が活発になるなど、リモートによる経済活動へ向けて急速に回復しましたが、モール、ホテルおよびレスト

ランにおける従来型の個人経済活動は依然として低迷しました。一連の巨額の景気刺激策と並行して、制限

の緩和により、多くの商業活動が再開され、個人への政府の支出が世帯所得を押し上げたことから、個人消

費は大幅に増加しました。その結果、経済は回復の兆しを見せ始め、2020 年第３四半期には年率 33.1％の成

長となりました。 

感染拡大とそれに続く景気後退に関して、米国連邦準備制度理事会（以下「Fed」）は、2020 年３月に短

期金利を２回にわたり引き下げる緊急措置を講じ、この短期金利を、過去２度目となるゼロ近辺に設定しま

した。さらに、Fed は米国債およびモーゲージ担保証券の無制限のオープンエンド型債券購入プログラムを

実施することによって、債券市場の安定化を図りました。Fed はその後、ハイイールド債を含む社債を初め

て直接購入することによってこのプログラムを拡充しました。2020 年８月、Fed は、長期的にインフレ政策

を修正し、経済を刺激するために２％の目標を上回ることを容認しました。 

米国経済の感染拡大に伴う変動は、債券利回り（これは価格と反比例の関係にある）に反映されました。

不透明感を受けて投資家が債券市場の最高格付けのセグメントへ移行したため、２年、10 年および 30 年の

米国債の利回りが記録的な低水準へ下落したことから、2020 年２月下旬以降、米国債利回りは大幅に下落し

ました。Fed が少なくとも 2023 年まで金利をゼロ近辺で維持するとしたことから、短期米国債利回りは長期

米国債利回りより下落しました。しかし、金利変動への感応度がより高い長期米国債のリターンは、短期米

国債のリターンを大幅に上回りました。 

社債価格も経済混乱の影響を大きく受けました。2020 年２月および３月には、消費行動の急激な変化によ

り倒産が急増し社債利回りの大幅な上昇につながるのではとの投資家懸念が生じました。このため、社債価

格は、債務不履行の可能性がより高いと懸念される低格付けのハイイールド債を中心に急落しました。しか

し 2020 年３月下旬以降は、Fed が社債市場支援策を講じ、また債務不履行が予想を下回る兆候を見せたこと

から、社債価格は回復傾向となりました。 
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証券化債券も、商業モーゲージ担保証券（以下「CMBS」）を中心に上昇しました。CMBS は、商業不動産市

場に大きな混乱が生じたにもかかわらず、当年度後半に回復力を示し、債務不履行は 2020 年６月に史上最高

に達した後、減少しました。 

 

 

１．運用の経過 

 
ｉシェアーズ 米国物価連動国債 ETF 

 

2020年10月31日現在のファンド概要 

 

投資目的 

 

ｉシェアーズ 米国物価連動国債 ETF（以下「ファンド」）は、ブルームバーグ・バークレイズ・米国 TIPS

インデックス（シリーズＬ）（以下「インデックス」）に代表される、米国財務省の物価連動国債からなる

インデックスの投資成果に追随することを目指しています。ファンドは、全体としてインデックスと同様の

投資特性を有する、インデックスに含まれる代表的な構成銘柄を組入れています。代表的な構成銘柄の組入

れにより、ファンドはインデックスに含まれる銘柄のすべてを保有する場合もあれば、しない場合もありま

す。 

 

パフォーマンス 

 

 年間平均トータルリターン 累積トータルリターン 

 １年 ５年 10年 １年 ５年 10年 

ファンドのNAV 9.02％ 4.30％ 3.11％ 9.02％ 23.46％ 35.86％

ファンドの市場 9.04％ 4.27％ 3.10％ 9.04％ 23.24％ 35.67％

インデックス 9.09％ 4.42％ 3.24％ 9.09％ 24.16％ 37.52％

 

  



 

－ 5 － 

 

 

過去のパフォーマンスは、将来のパフォーマンスを保証するものではありません。運用パフォーマンスの結果は、ファン

ド受益証券の分配時あるいは償還時または売却時に受益証券保有者が支払う可能性のある税金の控除を反映していませ

ん。 

 

費用例 

 

実績値  5％の仮説リターンに基づく仮定値   

口座の 

期首価額 

2020 年５月１日 

口座の 

期末価額 

2020 年 10 月 31 日 

当期間の

費用 

支払額（ａ）

口座の 

期首価額 

2020 年５月１日

口座の 

期末価額 

2020 年 10 月 31 日 

当期間の 

費用 

支払額（ａ） 

 

 

費用比率

（年率）

1,000.00 米ドル 1,037.40 米ドル 0.97 米ドル 1,000.00 米ドル 1,024.20 米ドル 0.97 米ドル  0.19％

 

（ａ） 費用は、当期間中の口座の平均価額に、ファンドの年率換算された費用比率（上記の表に開示される通り）および当

期間中の日数（184 日）を乗じ、当年度の日数（366 日）で除すことによって算出されています。売買委託手数料お

よび金融仲介業者へのその他の手数料など、上記の表や例には反映されないその他の手数料が支払われる場合があり

ます。 
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ポートフォリオ管理の説明 

 

インデックスは、金利の下落により債券価格が上昇したため、当年度において堅調なリターンを記録しま

した。引き続きインフレが低かったにもかかわらず、米国物価連動国債（以下「TIPS」）は、比較的金利感

応度が高く、金利下落の環境下でインデックスのパフォーマンスを支えたことから、上昇しました。 

米国消費者物価（消費者物価指数で測定）は、2020年10月に1.2％上昇し、当年度の最初の５ヵ月間の上昇

を大きく下回りました。景気感応度の高い食品およびエネルギー分野を除いたコア消費者物価も、当年度末

時点で1.6％上昇し、より緩やかに上昇しました。 

現在から５年先までの５年間の市場期待インフレ率（年率）を計測した５年先物インフレ・ブレーク・イ

ーブン率も、2020年初めに下落したものの、当年度末に向けて上昇し、1.82％とわずかに上昇して終了しま

した。政府による巨額の景気刺激策が、供給の混乱と相まって価格上昇の期待につながった一方、経済活動

の鈍化の中で需要が縮小したことから、インフレは依然としてFedの２％目標を下回りました。中古車や食品

の価格は上昇しましたが、アパレルや運輸のコストは下落しました。 

社債の満期別では、長期金利の下落によりインデックスにおいて中長期TIPSが好調なパフォーマンスとな

った一方、インデックスおける短期TIPSへの配分は当年度のインデックスのパフォーマンスにわずかに貢献

しました。 
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ポートフォリオ情報 

 

満期別内訳 

満期 総投資比率（ａ） 

０－１年 3.6％ 

１－５年 36.6 

５－10年 41.7 

15－20年 0.9 

20年超 17.2 

 

組入上位５銘柄 

証券 総投資比率（ａ） 

U.S. Treasury Inflation-Indexed Bonds,0.63％, 01/15/26 7.8％ 

U.S. Treasury Inflation-Indexed Bonds,0.50％, 04/15/24 7.1 

U.S. Treasury Inflation-Indexed Bonds,0.13％, 01/15/30 5.8 

U.S. Treasury Inflation-Indexed Bonds,0.13％, 04/15/25 5.6 

U.S. Treasury Inflation-Indexed Bonds,0.13％, 01/15/23 4.6 

 

 
（ａ） マネー・マーケット・ファンドを除く。 
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（２）今後の運用方針 

 

引き続き、インデックスのパフォーマンスと密接に連動した投資成果を提供することを目指し、ファンド

の運用を行う予定です。 

 

（３）費用の明細 

 

項目 項目の概要 

 

 

 

 

運用報酬 

投資顧問報

酬 

平均日次純資産総額  

 

 

ファンドの投資顧問サー

ビスにかかる業務の対価 

0.2000% 1,210 億米ドルまで 

0.1900% 1,210 億米ドル超、1,810 億米ドル以下 

0.1805% 1,810 億米ドル超、2,310 億米ドル以下 

0.1715% 2,310 億米ドル超、2,810 億米ドル以下 

0.1630% 2,810 億米ドル超 

その他の費用 0% その他 

（注）減額後の投資顧問報酬の各水準には、過年度の平均日次純資産総額による投資顧問報酬水準からの 5%引き上げ（

小数点以下第 5位で四捨五入されています。）が反映されています。 
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Ⅱ．運用実績 

 

① 純資産の推移 

 

純資産総額 基準価額 

（米ドル） （日本円） （米ドル） （日本円）

2011年10月末日終了の会計年度 21,322,015,049 2,230,282,774,125 116.13  12,148  

2012年10月末日終了の会計年度 22,769,022,679 2,381,639,772,223 122.64  12,828  

2013年10月末日終了の会計年度 13,792,121,092 1,442,655,866,223 112.98  11,818  

2014年10月末日終了の会計年度 12,286,890,081 1,285,208,702,455 113.01  11,821  

2015年10月末日終了の会計年度 13,740,759,065 1,437,283,398,200 110.80  11,589  

2016年10月末日終了の会計年度 19,702,602,630 2,060,892,235,090 115.74  12,106  

2017年10月末日終了の会計年度 23,633,555,047 2,472,069,857,945 113.73  11,896  

2018年10月末日終了の会計年度 22,223,156,650 2,324,542,185,599 108.83  11,384  

2019年10月末日終了の会計年度 20,436,064,517 2,137,612,348,504 116.11  12,146  

2020年10月末日終了の会計年度 23,956,062,033 2,505,804,088,657 125.29  13,106  

2019年11月末日 20,335,231,127 2,127,065,175,846 116.27  12,162  

12月末日 20,725,754,323 2,167,913,902,188 116.44  12,179  

2020年1月末日 21,345,295,219 2,232,717,879,959 118.92  12,439  

2月末日 21,567,810,002 2,255,992,926,174 120.42  12,596  

3月末日 19,892,016,569 2,080,704,933,164 118.26  12,370  

4月末日 19,046,095,942 1,992,221,635,567 121.47  12,705  

5月末日 19,737,440,329 2,064,536,258,383 121.54  12,713  

6月末日 20,717,074,389 2,167,005,981,082 122.88  12,853  

7月末日 22,132,058,489 2,315,013,317,963 125.68  13,146  

8月末日 23,708,112,678 2,479,868,586,072 126.99  13,283  

9月末日 24,066,692,591 2,517,376,045,022 126.53  13,235  

10月末日 23,956,062,033 2,505,804,088,657 125.29  13,106  

（注1）アメリカ合衆国ドル（以下「米ドル」という。）の円貨換算は、2020年10月31日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対

顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝104.60円）によります。以下同じです。 

（注2）純資産総額および基準価額は、Aladdin®システムから抽出したデータに基づく数値です。 
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② 分配の推移 

 

分配金 

（米ドル） （日本円） 

2011年10月末日終了の会計年度 4.879225 510 

2012年10月末日終了の会計年度 2.508259 262 

2013年10月末日終了の会計年度 1.839331 192 

2014年10月末日終了の会計年度 2.01391 211 

2015年10月末日終了の会計年度 0.429431 45 

2016年10月末日終了の会計年度 1.426982 149 

2017年10月末日終了の会計年度 1.735016 181 

2018年10月末日終了の会計年度 3.408737 357 

2019年10月末日終了の会計年度 2.242556 235 

2020年10月末日終了の会計年度 1.250472 131 

2019年11月1日 0.019816 2 

12月2日 0.104275 11 

12月19日 0.10851 11 

2020年2月3日 0.126731 13 

3月2日 0 0 

4月1日 0.175997 18 

5月1日 0.297868 31 

6月1日 0 0 

7月1日 0 0 

8月3日 0 0 

9月1日 0 0 

10月1日 0.417275 44 

 

 

③ 投資資産（2020年10月末日現在） 

 

後記「Ⅳ．投資有価証券の主な銘柄」を参照ください。 
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Ⅲ．純資産計算書 

2020年10月末日現在

  （千米ドル）（ｄ，ｅを除く） （千円）（ｄ，ｅを除く） 

ａ 資産総額 24,005,425 2,510,967,485

ｂ 負債総額 49,088 5,134,635

ｃ 純資産総額（ａ－ｂ） 23,956,337 2,505,832,850

ｄ 発行済口数 191,200,000口 

ｅ 基準価額 125.29米ドル 13,105円

 

 



Ⅳ. 投資有価証券の主な銘柄

投資明細表
2020 年 10 月 31 日

i シェアーズ 米国物価連動国債 ETF
(表示されているパーセンテージは純資産に基づく)

銘柄  

額面 
(単位:千)   価額   

米国政府債 

米国政府債 — 99.0％  

U.S. Treasury Inflation-Indexed 

Bonds 

0.13％, 04/15/21  $ 102,927   $ 102,830,961   

0.13％, 01/15/22 708,674  716,499,295   

0.13％, 04/15/22 866,946  877,552,458   

0.13％, 07/15/22 335,666  342,539,087   

0.13％, 01/15/23 1,054,956  1,081,920,930   

0.13％, 07/15/24 362,546  381,262,308   

0.13％, 10/15/24 456,291  481,163,761   

0.13％, 04/15/25 1,256,316  1,327,705,239   

0.13％, 10/15/25 1,001  1,069,645   

0.13％, 07/15/26 805,380  866,621,313   

0.13％, 01/15/30 1,256,411  1,371,787,936   

0.13％, 07/15/30 122,682  134,670,486   

0.25％, 01/15/25 107  113,335   

0.25％, 07/15/29 65,638  72,619,505   

0.25％, 02/15/50 59,533  68,336,607   

0.38％, 07/15/23 401,844  419,270,433   

0.38％, 07/15/25 142,334  153,280,354   

0.38％, 01/15/27 818,048  893,371,364   

0.38％, 07/15/27 702,890  774,342,421   

0.50％, 04/15/24 1,605,231  1,694,603,083   

0.50％, 01/15/28 309,507  343,870,011   

0.63％, 07/15/21 649,972  655,910,828   

0.63％, 04/15/23 887,350  922,725,987   

0.63％, 01/15/24 251,691  265,976,531   

0.63％, 01/15/26 1,691,846   1,850,538,863   

0.63％, 02/15/43 106,025  128,034,898   

0.75％, 07/15/28 584,455  666,444,399   

0.75％, 02/15/42 702,062  866,684,226   

0.75％, 02/15/45 806,107  1,004,258,381   

0.88％, 01/15/29 587,849  677,482,513   

0.88％, 02/15/47 144,177  187,561,358   

1.00％, 02/15/46 299,247  395,400,293   

1.00％, 02/15/48 174,226  234,664,773   

銘柄  

額面/数量 
(単位:千)   価額   

米国政府債 （続き）

1.00％, 02/15/49  $  131,738   $ 179,328,199  

1.13％, 01/15/21 84,239  84,352,862  

1.38％, 02/15/44 593,118  829,076,253  

1.75％, 01/15/28 531,638  640,727,768  

2.00％, 01/15/26 231,214  269,964,493  

2.13％, 02/15/40 136,105  205,448,531  

2.13％, 02/15/41 114,974  175,590,485  

2.50％, 01/15/29 271,532  350,580,329  

3.63％, 04/15/28 248,112  336,142,546  

3.88％, 04/15/29 458,773  651,525,757  

U.S. Treasury Note/Bond 

0.13％, 10/15/23 1,900  1,896,141  

0.25％, 08/31/25 5  4,972  

0.50％, 10/31/27 13,000  12,884,219  

1.38％, 08/15/50 10,106  9,491,745  

23,708,127,882  

米国政府債合計 — 99.0％ 

(取得原価: $22,474,086,287)  23,708,127,882  

短期投資

マネー・マーケット・ファンド — 1.0％

BlackRock Cash Funds: Treasury, SL

Agency Shares, 0.04％(a)(b) 237,610  237,610,000  

短期投資合計 — 1.0％ 

(取得原価: $237,610,000) 237,610,000  

投資有価証券合計 — 100.0％ 

(取得原価: $22,711,696,287) 23,945,737,882  

その他資産、負債控除後 — 0.0％ 10,599,113  

純資産 — 100.0％   $ 23,956,336,995  

(a) ファンドの関連会社。
(b) 期末における年率換算 7日間利回りです。

関連会社 

2020 年 10 月 31 日終了年度において、1940 年投資会社法第 2(a)(3)項（改正後）の目的上、ファンドの関連会社とみなされる発行体に対する投資は、以下の通りです。  

 関連会社発行者 

評価額 
2019 年 

10 月 31 日    

購入、 
取得原価   

売却による
受取金    

実現純利益
（損失）    

未実現評価益
（評価損）の

変動    

評価額 
2020 年 

10 月 31 日    

保有口数 
2020 年 

10 月 31 日 
(単位:千)    利益  

対象ファンド
からのキャピ
タルゲインの

分配  

BlackRock Cash Funds: 

Treasury,SL Agency Shares   $ 29,669,000   $ 207,941,000(a)  $ —   $ —   $ —   $ 237,610,000   237,610   $ 1,982,813(b)   $ — 

(a)  購入（売却）された正味金額を表します。
(b)  すべてまたは一部は、貸付有価証券による現金担保の再投資から稼得した有価証券貸付収入から証券の借手に対する／からの手数料および担保投資費用ならびにその他の支払

いを控除した額を表します。

公正価値測定 

金融商品の公正価値の決定においては、様々なインプットが利用されます。インプットのレベルおよび金融商品の評価に関するファンドの方針については、「財務書類に対する注

記」を参照してください。  
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投資明細表（続き）
2020 年 10 月 31 日 

i シェアーズ 米国物価連動国債 ETF

公正価値測定（続き） 

以下の表は、2020 年 10 月 31 日現在のファンドの投資の価額を公正価値ヒエラルキー別に要約したものです。ファンドの投資の主要カテゴリー別の内訳は、上記の投資明細表に開

示されています。  

レベル 1  レベル 2  レベル 3  合計  

投資 

資産 

米国政府債 $ —   $ 23,708,127,882  $  —  $23,708,127,882  

マネー・マーケット・ファンド 237,610,000  —  —  237,610,000  

$ 237,610,000   $ 23,708,127,882  $ —  $23,945,737,882  

財務書類に対する注記を参照してください。  
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Ⅴ．ファンドの経理状況 
 
独立登録会計事務所の監査報告書 
 
ｉシェアーズ・トラストの受託者理事会およびｉシェアーズ 米国物価連動国債 ETFの受益者 各位 
 

財務諸表に対する意見 

我々は、ｉシェアーズ 米国物価連動国債 ETF（ｉシェアーズ・トラストを構成しており、以下「ファンド」

という。）の2020年10月31日現在の添付の資産負債計算書（投資明細表を含む。）、2020年10月31日に終了

した会計年度の関連する損益計算書、2020年10月31日に終了した会計年度前２年間の純資産変動計算書（関

連する注記を含む。）および2020年10月31日に終了した会計年度前５年間の財務ハイライト（以下「本財務

書類」と総称する。）を監査した。我々の意見では、本財務書類は、すべての重要な点において、2020年10

月31日時点のファンドの財務状態、当終了年度の運用成績、2020年10月31日に終了した会計年度前２年間に

おける純資産の変動および2020年10月31日に終了した会計年度前５年間における財務ハイライトを、米国に

おいて一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠して適正に表示している。 

 

意見の根拠 

本財務書類は、ファンドの経営陣の責任である。我々の責任は、我々の監査に基づき本財務書類に対する意

見を表明することである。我々は、公開会社会計監督委員会（PCAOB）（米国）に登録された会計事務所であ

り、米国連邦証券法ならびに証券取引委員会およびPCAOBの適用ある規則および規定に従い、ファンドに関し

て独立している必要がある。 

我々はPCAOBの基準に基づき、本財務書類の監査を実施した。かかる基準は、本財務書類に不正または誤謬に

よる重大な虚偽表示が含まれていないかについて合理的な保証を得るために、我々が監査を計画、実施する

ことを要求している。 

我々の監査には、誤謬によるか不正によるかにかかわらず、本財務書類における重大な虚偽表示によるリス

クの評価を実施する手続きおよびそれらのリスクへの対応を実施する手続きが含まれる。それらの手続きは、

試査による本財務書類に含まれる金額および開示内容に関する証拠の検証が含まれる。我々の監査はまた、

使用された会計原則および経営陣による重大な見積もりの評価、ならびに本財務書類の全般的な表示の評価

が含まれる。我々の手続きは、カストディアン、名義書換事務代行会社およびブローカーに対する2020年10

月31日時点で保有する有価証券の確認を含む。なお、ブローカーから回答のなかった場合は他の監査手続き

を実施した。我々は、我々の監査が、我々の監査意見の合理的な根拠を提供するものと考える。 

 

プライスウォーターハウスクーパースLLP 

ペンシルバニア州、フィラデルフィア 

2020年12月22日 

我々は、2000年から１以上のブラックロック・グループの投資会社の監査人として従事する。 

 

 



資産負債計算書
2020 年 10 月 31 日現在 

i シェアーズ 米国物価連動国債 ETF 

資産 

投資有価証券、評価額： 

関連会社以外(a)  $ 23,708,127,882  \ 2,479,870,176,457 

関連会社(b) 237,610,000  24,854,006,000 

現金 6,706  701,448 

未収勘定： 

投資売却未収金 31,917,617  3,338,582,738 

資本受益証券売却未収金 140,199  14,664,815 

未収配当金 11,171  1,168,487 

未収利息 27,611,709  2,888,184,761 

資産合計 24,005,425,284  2,510,967,484,706 

負債 

未払勘定： 

投資購入未払金 45,148,177  4,722,499,314 

資本受益証券償還未払金 140,199  14,664,815 

未払投資顧問報酬 3,799,913  397,470,900 

負債合計 49,088,289  5,134,635,029 

純資産  $ 23,956,336,995  \ 2,505,832,849,677 

純資産内訳： 

払込資本 $ 22,767,025,331  \ 2,381,430,849,623 

累積利益 1,189,311,664  124,402,000,054 

純資産  $ 23,956,336,995  \ 2,505,832,849,677 

発行済受益証券口数 191,200,000 口 

基準価額  $ 125.29  \ 13,105 

授権口数 無制限 

額面 なし 

(a) 投資、取得原価－関連会社以外  $ 22,474,086,287  \ 2,350,789,425,620 
(b) 投資、取得原価－関連会社  $ 237,610,000  \ 24,854,006,000 

財務書類に対する注記を参照してください。 
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損益計算書 
2020 年 10 月 31 日終了年度 

i シェアーズ 米国物価連動国債 ETF 

投資収益 

受取配当金－関連会社  $ 1,794,951 \ 187,751,875 

受取利息－関連会社以外(a) 309,316,557  32,354,511,862  

有価証券貸付収益－関連会社－純額 187,862 19,650,365 

その他の収益－関連会社以外 2,189,772 229,050,151 

投資収益合計 313,489,142  32,790,964,253  

費用 

投資顧問報酬 40,449,923 4,231,061,946 

その他 264 27,614 

費用合計 40,450,187 4,231,089,560 

投資純利益 273,038,955  28,559,874,693  

実現および未実現利益（損失） 

実現純利益（損失）： 

投資－関連会社以外 157,244,357  16,447,759,742  

現物償還－関連会社以外 426,958,374  44,659,845,920  

実現純利益 584,202,731  61,107,605,663  

未実現評価益（評価損）の純変動： 

投資－関連会社以外 844,489,405  88,333,591,763  

未実現評価益（評価損）の純変動 844,489,405  88,333,591,763  

実現および未実現純利益 1,428,692,136 149,441,197,426 

運用による純資産の純増加額  $ 1,701,731,091 \ 178,001,072,119 
(a) 受取利息に対する正味インフレ/デフレ調整額を含む。財務書類に対する注記 4 を参照してくださ

い。 

財務書類に対する注記を参照してください。 
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純資産変動計算書 

i シェアーズ 米国物価連動国債 ETF 

2020 年 10 月 31 日終了年度 2019 年 10 月 31 日終了年度 

純資産の増加（減少） 

運用

投資純利益  $ 273,038,955   \ 28,559,874,693  $ 390,301,874   \ 40,825,576,020 

実現純利益（損失） 584,202,731  61,107,605,663 11,516,651 1,204,641,695  

未実現評価益（評価損）の純変動 844,489,405  88,333,591,763 1,354,215,690 141,650,961,174  

運用による純資産の純増加額 1,701,731,091 178,001,072,119 1,756,034,215 183,681,178,889 

受益証券保有者への分配金(a)

受益証券保有者への分配金による純資

産の減少額 (217,015,937) (22,699,867,010) (403,860,049) (42,243,761,125) 

資本受益証券の取引

資本受益証券の取引による純資産の純

増加（減少）額 2,035,559,335 212,919,506,441 (3,139,301,741) (328,370,962,109) 

純資産 

純資産の増加（減少）額合計 3,520,274,489 368,220,711,549 (1,787,127,575) (186,933,544,345) 

期首 20,436,062,506  2,137,612,138,128  22,223,190,081 2,324,545,682,473 

期末  $ 23,956,336,995   \ 2,505,832,849,677  $ $20,436,062,506   \ 2,137,612,138,128 

(a) 年度の分配金は、米国連邦所得税の規定に従って決定されています。 

財務書類に対する注記を参照してください。 

－ 17 －



財務書類に対する注記  

1. 組織

iシェアーズ・トラスト（以下「トラスト」）は 1940 年投資会社法（改正を含む）（以下「1940 年法」）によるオープ

ンエンド型の投資会社として登録されています。トラストは、デラウェア州の法定信託として組織されており、複数の

シリーズまたはポートフォリオを所有することが認められています。  

本財務書類は、以下のファンド（以下「ファンド」）のみに関連するものです。  

i シェアーズ ETF 分散の分類 

米国物価連動国債 分散型 

2. 重要な会計方針

財務書類は、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則（以下「米国 GAAP」）に準拠して作成されており、マネジメ

ントは、財務書類上の資産および負債の計上額、財務書類日現在の偶発資産および負債の開示内容、ならびに報告期間

中の運用による純資産の増加および減少の報告額に影響を与える見積りおよび仮定を行うことが要求されています。実

際の結果は、こうした見積りとは異なる可能性があります。ファンドは、米国 GAAP の下で投資会社としてみなされ、投

資会社に適用される会計および報告ガイダンスに従っています。重要な会計方針の要約は以下の通りです。  

投資取引および収益の認識：財務報告の目的上、投資取引は取引実行日に計上されます。投資取引に係る実現利益およ

び損失は、個別法により決定されます。受取配当金およびキャピタルゲインの分配（該当がある場合）は、配当落ち日

に計上されます。非現金配当がある場合には、配当落ち日に公正価値で計上されます。債券に係るプレミアムおよびデ

ィスカウントの償却および増価を含む受取利息は、発生基準で毎日認識されます。  

現物償還：財務報告の目的上、現物償還は有価証券の売却として扱われるため、ファンドでは実現キャピタルゲインま

たはロスが生じます。かかる利益または損失はファンドの課税対象ではなく、既存のファンド受益証券保有者には分配

されないため、かかる利益または損失は、ファンドの税務年度末に累積実現純利益（損失）から払込資本に組替えられ

ます。これらの組替えによる純資産または基準価額への影響はありません。  

分配：ファンドが支払う配当金および分配金は、配当落ち日に計上されます。分配金は税務上の基準で決定され、財務

報告目的における投資純利益および実現純キャピタルゲインとは異なる場合があります。配当金および分配金は米ドル

で支払われ、ファンドの追加受益証券に対して自動的に再投資することはできません。分配の性質および時期は米国連

邦税務規則に従い決定され、米国 GAAP と異なることがあります。  

補償：ファンドは通常の業務において、一般的な補償を提供する、様々な表明を含む契約を締結しています。かかる契

約の下でファンドが負う最大リスクは、ファンドに対して将来提起される可能性のある申し立てを含み、その確実な予

測は不可能であることから不明です。  

3. 投資の評価および公正価値測定

投資の評価方針：ファンドの投資は、ファンドの上場取引所が開いている各日の公正価値（本財務書類では「市場価

額」と表示されることもある）で評価されており、財務報告の目的上は報告日現在で評価されています。米国 GAAP は、

公正価値の定義を、ファンドが測定日における市場参加者間の秩序ある取引において資産を売却するために受取るまた

は負債を移転するために支払う価格としています。ファンドは、トラストの受託者会（以下「受託者会」）が認めてい

る方針に基づき、様々な独立のディーラーまたは価格設定業者を利用して金融商品の公正価値を算定しています。有価

証券の市場価格が容易に入手できない、または当該有価証券の公正価値を正確に表していない場合、有価証券は、公正

価値を反映するものとして受託者会が承認した方針に従って評価されます。ブラックロック・グローバル・バリュエー

ション・メソドロジー・コミッティー（以下「グローバル・バリュエーション・コミッティー」）は、グローバルの価

格設定の方針および手続きを策定し、すべての金融商品に関する価格設定機能を監視するためにマネジメントが組織し

た委員会です。  

公正価値のインプットおよびメソドロジー：ファンドの資産および負債の公正価値は、以下の方法およびインプットを

使用して設定されます。  
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•  市場相場が容易に入手可能な確定利付証券投資は、通常、独立のディーラーまたは第三者である価格サービス提

供者から提供される直近の入手可能な買呼値または現在の市場相場を用いて評価されます。価格サービス提供者

は通常、機関投資家向け規模の取引単位での秩序ある取引を仮定して確定利付証券の評価を行っていますが、フ

ァンドはこうした有価証券についてより少額な規模での保有または取引を行う場合があります。この規模の取引

単位は、機関投資家向け規模の取引単位よりも少額な場合があります。価格サービス提供者は、マトリックス・

プライシングまたは評価額の算定に一定のインプットおよび仮定（取引データ（直近の代表的な買呼値および売

呼値など）、市場データ、信用度に関する情報、認識された市場の変動、ニュースおよびその他の関連情報を含

む）を用いる評価モデルを利用する場合があます。資産担保証券およびモーゲージ関連証券を含む一部の確定利

付証券は、事業体の各トランシェの見積キャッシュ・フローを考慮し、ベンチマーク利回りを設定し、トランシ

ェ特有の属性に基づいたベンチマーク利回りに対するトランシェ固有の見積スプレッドを生成する評価モデルに

基づいて評価される場合があります。満期までの残存期間が 60 日以下の債務の評価については、償却原価法が公

正価値を表さないと運用会社が判断しない限り、当該評価方法が使用されることがあります。

•  オープンエンド型の米国ミューチュアル・ファンド（マネー・マーケット・ファンドを含む）への投資は、日次

で公表される純資産価額（以下「NAV」）で評価されます。

当該投資の価値に重要な影響を及ぼすことが予想される事象（市場閉鎖、市場のボラティリティ、企業のアナウンスメ

ントまたは自然災害など）が生じた場合、またはこれらの評価方法の適用が、結果として当該投資の市場価額を表して

いない投資の価格とみなされる場合または価格が入手可能でない場合は、当該投資は受託者会により認められた方針に

準じ、グローバル・バリュエーション・コミッティーにより公正価値を反映するものとして評価されます（以下「公正

価値評価された投資」）。グローバル・バリュエーション・コミッティーが使用することができる公正価値評価アプロ

ーチには、マーケット・アプローチ、インカム・アプローチおよびコスト・アプローチが含まれます。評価アプローチ

の種類には、割引キャッシュ・フロー、市場の比較対象の使用およびマトリックス・プライシングなどの評価技法があ

り、一般的に公正価値の決定に用いられます。公正価値評価された投資の価格を決定する際、グローバル・バリュエー

ション・コミッティー、またはその代理人は、ファンドが独立当事者間取引における当該資産または負債の現在の売却

または購入によって受け取るまたは支払うことが合理的に期待できる価格とするよう努めています。公正価値は、グロ

ーバル・バリュエーション・コミッティー、またはその代理人が、公正価値測定の原則に関連し、かつ整合するとみな

した入手可能なすべての要素に基づいて決定されます。すべての公正価値評価された投資はその後、四半期ごとに受託

者会またはそのコミッティーに報告されます。  

公正価値評価によって、ファンドの NAV を計算するために用いられる価格と、当該ファンドの対象インデックスが採用

する価格に差異が生じる可能性があり、それによって当該ファンドと対象インデックスのパフォーマンスに差異が生じ

る可能性があります。  

公正価値ヒエラルキー：金融商品の公正価値の決定においては、様々なインプットが利用されます。評価技法へのこれ

らインプットは、財務報告目的のための以下の 3つの広範なレベルからなる公正価値ヒエラルキーに分類されます。  

•  レベル 1－ファンドがアクセス可能な同一資産または負債の活発な市場／取引所における調整前相場価格。

•  レベル 2－その他の観察可能なインプット（活発な市場における類似資産または負債の相場価格、活発でない市場

における同一あるいは類似資産または負債の相場価格、資産または負債について観察可能である相場価格以外の

インプット（金利、イールドカーブ、ボラティリティ、期限前償還率、予想損失、信用リスクおよびデフォルト

率等）またはその他の市場に裏付けられたインプットが含まれるが、これらに限定されるものではない）。

•  レベル 3－観察可能なインプットが入手可能でない範囲で、その状況において入手可能な最良の情報に基づいた観

察不能なインプット（金融商品の公正価値の決定に利用されるグローバル・バリュエーション・コミッティーの

仮定を含む）。

ヒエラルキーにおいて最も高い優先順位が与えられているのは、同一の資産または負債に関する活発な市場における無

調整の相場価格（レベル 1 による測定）であり、最も優先順位が低いのは、観察不能なインプット（レベル 3による測

定）です。したがって、レベル 3に分類される金融商品は、公正価値の決定に判断を用いる程度が最も大きくなりま

す。公正価値の測定に用いられるインプットは、公正価値ヒエラルキーの異なるレベルに分類されます。このような場

合、開示目的上、公正価値ヒエラルキーの分類は公正価値測定全体にとって重要であるインプットのうち最も低いレベ

ルに基づいて決定されます。レベル 3に分類される投資は、公正価値評価された投資の価格の決定においてグローバ

ル・バリュエーション・コミッティーが使用する観察不能なインプットを有しています。レベル 3の投資には、流通市

場が存在しない、および／または投資家数が限定的である非上場の会社またはファンドが保有する株式または債券が含

まれます。金融商品について決定される価値の分類は、当該金融商品の価格設定の透明性に基づくもので、当該有価証

券に投資することに関連するリスクを必ずしも示唆するものではありません。  
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4. 有価証券およびその他の投資

物価連動債：物価連動債とは、元本価額がインフレ率に応じて定期的に調整される確定利付証券をいいます。インフレ

を測定する指数が上昇または下落すると、物価連動債の元本価額が上方または下方に調整され、その結果これらの有価

証券に支払うべき利息（より大きいまたはより小さい元本価額に関して計算される）がそれぞれ増額または減額されま

す。投資家が満期まで元本を受領しなくとも、物価連動債の元本価額の上方調整または下方調整は、受取利息として損

益計算書に含まれます。  

有価証券貸付：ファンドは、ブローカー、ディーラー、およびその他金融機関など、承認された借り手にファンドの有

価証券を貸し付けることができます。借り手は、現金、承認された銀行が発行する取消不能信用状、または米国政府が

発行もしくは保証する有価証券からなる担保を当該ファンドに差し入れて維持します。ファンドが受け取る初回担保

は、米国の取引所で取引される有価証券については、当該貸付有価証券の現在の市場価額の少なくとも 102％相当の価

値、その他すべての有価証券については、少なくとも 105％相当の価値があることが要求されます。担保はその後、当

該貸付有価証券の時価の少なくとも 100％の価値と等しい価値を維持しなければなりません。貸付有価証券の市場価額

は、ファンドの各営業日の終業時に決定されて、その翌営業日に、追加で要求された担保はファンドへ差し入れられ、

担保超過分はファンドによって差し戻されます。当該貸付期間中、ファンドは、貸付有価証券に対して支払われた、あ

るいは貸付有価証券に関連して支払われたすべての分配金に対する権利を有していますが、担保として受領した有価証

券に係る受取利息は受け取っていません。有価証券の貸付は随時終了することができ、借り手は終了通知を受けた後、

有価証券取引の決済における標準的な期間内に貸付有価証券を返却することが求められます。  

2020 年 10 月 31 日現在、貸付有価証券は現金および／または米国政府債により担保されています。受け取った現金担保

はファンドの投資顧問会社であるブラックロック・ファンド・アドバイザーズ（以下「BFA」）またはその関連会社が運

用するマネー・マーケット・ファンドに投資され、投資明細表に開示されます。受け取った現金以外の担保は、借手の

債務不履行があった場合を除き、ファンドが売却、再投資、または担保に供することはできません。ファンドの貸付有

価証券（該当がある場合）も投資明細表に開示されます。2020 年 10 月 31 日現在の貸付有価証券の市場価額および関連

する現金担保の価値は、資産負債計算書で開示しています。  

有価証券貸付リスクには、借り手が請求に際して追加担保を提供しないリスクまたは借り手が期日に貸付有価証券を返

却しないリスクが含まれます。これらのリスクを緩和する手段として、ファンドは、借り手の債務不履行に際し、ブラ

ックロック・インク（以下「ブラックロック」）から損失補填の提供を受けることができます。ブラックロックによる

損失補填は、借り手の債務不履行に際して、受け取った担保が貸付有価証券の価値を下回る場合に貸付有価証券の全額

の補填が可能です。ファンドは、現金担保で購入した投資の価値が貸し付けた有価証券の市場価額を下回る場合、ある

いは現金担保で購入した投資の価値が当初受け取った現金担保の価値を下回る場合に損失を被ることがあります。その

ような損失はすべてファンドが負担します。  

5. 関連会社との投資顧問契約およびその他の取引

投資顧問報酬：トラストとの投資顧問契約に基づき、BFA はファンドの資産の運用を行います。BFA は、ブラックロック

が間接的に所有するカリフォルニア州法人です。投資顧問契約に基づき、BFA は、ファンドの全費用を実質的に負担し

ますが、(i) 利息および税金、(ii) 売買委託手数料およびポートフォリオの取引執行に関連するその他の費用、(iii) 

販売手数料、(iv) BFA に支払われる投資顧問報酬、ならびに(v) 訴訟費用および特別費用（いずれの場合も過半数の独

立受託者によって決定されます）は除きます。  

BFA は、iシェアーズ 米国物価連動国債 ETF に提供する投資顧問サービスの対価として、ファンドおよび一部の他の i

シェアーズ・ファンドの平均日次純資産総額のファンドに係る割当額に基づいて、以下の年間投資顧問報酬を受領する

権利を有します。当該報酬は、ファンドによって日次で未払計上され、毎月支払われます。  

平均日次純資産総額 投資顧問報酬 

1,210 億米ドルまで 0.2000 ％ 

1,210 億米ドル超、1,810 億米ドル以下 0.1900 

1,810 億米ドル超、2,310 億米ドル以下 0.1805 

2,310 億米ドル超、2,810 億米ドル以下 0.1715 

2,810 億米ドル超 0.1630 

減額後の投資顧問報酬の各水準には、過年度の平均日次純資産総額による投資顧問報酬水準からの 5％引き下げ（小数点以下第 5 位

で四捨五入されています）が反映されています。  

販売会社：BFA の関連会社であるブラックロック・インベストメンツ・エルエルシーは、ファンドの販売会社です。販

売契約に基づき、BFA はファンドに対して提供される販売サービスに関する報酬または費用を負担します。  
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有価証券貸付：米国証券取引委員会（以下「SEC」）は、適用される条件の下で BFA の関連会社であるブラックロック・

インスティテューショナル・トラスト・カンパニー・エヌエイ（以下「BTC」）がファンドの有価証券貸付代理人として

従事することを認める適用除外命令を発しています。有価証券貸付代理人として、BTC は、有価証券貸付に直接的に関

連するすべての運用費用を負担します。ファンドは、貸付有価証券に関して受領した現金担保の投資に関連する手数料

（以下「担保投資手数料」）を負担します。現金担保は、BFA またはその関連会社が運用するマネー・マーケット・フ

ァンドであるブラックロック・キャッシュ・ファンズ：インスティテューショナルまたはブラックロック・キャッシ

ュ・ファンズ：トレジャリーに投資されています。ただし BTC は、ファンドが負担する担保投資手数料を事実上制限す

る目的で、BTC が受領する貸付有価証券収益の金額を減額することに同意しており、ファンドは、年率 0.04％を負担し

ます。当該マネー・マーケット・ファンドの SL エージェンシー・シェアーズは、募集手数料、販売手数料またはサービ

ス手数料は負担しません。現金担保が投資されているマネー・マーケット・ファンドは、マネー・マーケット・ファン

ドの週次流動資産が特定の基準値を下回る場合、一定の状況下において償還価額の最大 2％の流動性手数料を課すか、

または 90 日間にわたり最大 10 営業日間まで償還を一時的に制限する場合があります。  

有価証券貸付収益は、現金担保の再投資により稼得した収益合計から、有価証券の借り手への／からの手数料およびそ

の他の支払額を控除し、担保投資手数料を差し引いた金額と同額です。ファンドは有価証券貸付収益の一部を留保し、

残りの金額を有価証券貸付代理人としてのサービス対価として BTC に送金します。  

現在の有価証券貸借契約に基づき、ファンドは、有価証券貸付収益（担保投資手数料を除く）の 82％を留保しており、

その留保額は有価証券貸付収益と担保投資手数料の合計の 70％を下回ることができません。  

さらに、該当する暦年において 1940 年法に基づく iシェアーズのすべての上場投資信託（iシェアーズ ETF シリー

ズ）全体で生じた有価証券貸付収益に担保投資手数料を加算した総額が、特定の基準値を超える日の翌営業日より、フ

ァンドは、有価証券賃借契約に基づき、該当する暦年における残りの期間に関して有価証券貸付収益（担保投資手数料

を除く）の 85％を留保し、その留保額は、有価証券貸付収益と担保投資手数料の合計の 70％を下回ることができませ

ん。  

ファンドが稼得した有価証券貸付収益の持分は、有価証券貸付収益－関連会社－純額として損益計算書に表示されてい

ます。2020 年 10 月 31 日終了年度において、ファンドは有価証券貸付代理人のサービスに関して BTC に以下の金額を支

払いました。  

i シェアーズ ETF BTC に対する手数料支払額 

米国物価連動国債 $ 51,384 

役員および受託者：トラストの役員および／または受託者の一部は、ブラックロックまたはその関連会社の役員および

／または受託者を兼任しています。  

その他の取引：クロス取引とは、BFA（または関連会社）が投資顧問を務めるファンド間のポートフォリオ証券の売買で

す。受託者会は、四半期定例会議で直近歴四半期でのかかる取引のレビューを行い、ルール 17a-7 で規定された義務お

よび制約の遵守を確認します。  

2020 年 10 月 31 日終了年度において、ファンドが 1940 年法ルール 17a-7 に従って実行した取引は以下の通りです。  

i シェアーズ ETF 購入 売却 実現純利益（損失） 

米国物価連動国債   $ 628,970,397     $ 1,014,027,766     $ 3,116,912 

ファンドでは、保有現預金を BFA またはその関連会社が運用する特定のマネー・マーケット・ファンドに投資する場合

があります。これらの一時的な現金投資で稼得された収益は、受取配当金－関連会社として損益計算書に表示されてい

ます。  

ファンドは、ポートフォリオの流動性と対象インデックスに追随する能力を向上させるため、ファンドの対象インデッ

クスの組入有価証券に投資している他の iシェアーズ・ファンドの受益証券に投資する場合があります。  

6. 購入および売却

2020 年 10 月 31 日終了年度における短期投資および現物取引を除く投資の売買は以下の通りです。  

米国政府証券 

i シェアーズ ETF 購入 売却 

米国物価連動国債    $ 11,020,281,526      $ 11,443,754,549 
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2020 年 10 月 31 日終了年度における現物取引に関する売買は以下の通りです。  

i シェアーズ ETF 現物購入 現物売却 

米国物価連動国債   $ 9,582,448,491      $ 7,662,479,737 

7. 所得税の情報

ファンドは連邦所得税上、トラストの他のファンドとは別の事業体として扱われます。規制対象投資会社に適用される

1986 年内国歳入法（改正を含む）の要件を遵守し、課税対象利益のほぼ全額を株主に分配することがファンドの方針で

す。したがって、米国連邦所得税引当金を計上する必要はありません。  

マネジメントは、税務調査の対象期間を含め、2020 年 10 月 31 日現在で税法および税規制ならびにこれらのファンドへ

の適用に関する分析を実施しました。その結果、ファンドの財務書類において税金負債の認識が必要となる不確実なタ

ックス・ポジションは存在しないと判断しました。  

米国 GAAP は、純資産のうち、特定の項目を調整し、会計上と税務報告上の永久差異を反映することを要求しています。

これらの組替えによる純資産または基準価額への影響はありません。2020 年 10 月 31 日現在、現物償還による実現利益

（損失）に帰属する永久差異は、以下の科目に組替えられています。  

i シェアーズ ETF 払込資本 累積利益 

米国物価連動国債    $ 415,472,142 $ (415,472,142) 

支払われた分配金の税務上の性質は以下の通りです。  

i シェアーズ ETF 2020 年 10 月 31 日終了年度 2019 年 10 月 31 日終了年度 

米国物価連動国債 

通常所得   $ 217,015,937      $ 403,860,049 

2020 年 10 月 31 日現在、累積純利益（損失）の税金内訳は以下の通りです。  

i シェアーズ ETF  未分配通常所得 

繰越期限のない 
繰越キャピタルロス  (a)  

未実現純利益 
（損失）  (b)  合計 

米国物価連動国債   $ 65,245,691     $ (100,559,932)   $ 1,224,625,905   $ 1,189,311,664 

  (a) 将来の実現キャピタルゲインの相殺に利用可能な金額。  
(b) 未実現利益（損失）における会計上と税務上の差異は、主として仮装売買（wash sales）に係る損失の繰延税金に起因してい

ました。 

2020 年 10 月 31 日終了年度において、ファンドは各繰越キャピタルロスの金額を利用しました。  

i シェアーズ ETF 利用額 

米国物価連動国債    $ 130,500,444 

2020 年 10 月 31 日現在、連邦所得税目的の投資取得原価（ショート・ポジションおよびデリバティブ（該当がある場

合）を含む）に基づく未実現評価益および評価損の総額は以下の通りです。  

i シェアーズ ETF  税金費用      未実現評価益総額      未実現評価損総額     未実現純評価益（評価損） 

米国物価連動国債   $22,721,111,977      $ 1,233,547,747      $ (8,921,842)     $ 1,224,625,905 

8. 主要なリスク

通常の業務において、ファンドは有価証券またはその他の商品に投資しており、また、特定の取引を締結することがあ

ります。ファンドはこうした活動によって、特に市場における変動によるリスク（市場リスク）または発行体がすべて

の義務を履行しないリスクを含む様々なリスクにさらされています。有価証券またはその他の商品の価額は、以下を含

むがこれらに限定されない様々な要因の影響を受けることもあります。(i) 一般経済、(ii) 市場全体ならびに地域、地

方またはグローバルの政治および／または社会の不安定性、(iii) 規制、税制または各国間の国際租税条約、または

(iv) 通貨、金利または価格の変動。戦争、テロ行為、感染症またはその他の公衆衛生上の問題の拡大、景気後退、また

はその他の事象を含む地域、地方またはグローバルの事象は、ファンドおよびその投資に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。ファンドの英文目論見書は、ファンドがさらされているリスクについての詳細を提供しています。  
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BFA は、市場の上昇局面だけでなく下落局面の間も、ファンドの投資目標を達成するためにファンドの対象インデック

スに含まれる有価証券を追随した「パッシブ運用」またはインデックス・アプローチを用います。BFA は、市場リスク

に対するエクスポージャーを減少する、または市場の下落による影響を軽減するための措置を講じていません。対象イ

ンデックスからの乖離およびポートフォリオの構成は、BFA によって監視されています。  

市場リスク：ファンドは、前払リスク、すなわち金利の下落期間中に借手が予定より前倒しで元本を支払うオプション

を行使することにより、ファンドがより低い利回りの証券に再投資せざるを得ないリスクにさらされることがありま

す。またファンドは、再投資リスク、すなわちファンドが確定利付証券の満期、売買または繰上償還による収入をファ

ンドのポートフォリオの現在の収益率を下回る市場金利で投資した場合に、ファンドのポートフォリオ収益が減少する

リスクにさらされることがあります。  

新型コロナウイルスによる呼吸器疾患の流行は世界的なパンデミックに発展し、その結果、国境閉鎖、隔離、サプラ

イ・チェーンおよび顧客活動の寸断、ならびに一般的な懸念や不確実性が生じています。このパンデミックや将来発生

しうる他の世界的な健康危機は、現時点では必ずしも予測できないような形で、多くの国、個々の企業および市場全般

の経済に影響を及ぼす可能性があります。このパンデミックは、相当な市場ボラティリティをもたらし、ファンドの投

資の価格および流動性に不利な影響を及ぼす可能性があります。このパンデミックの期間およびその影響について、確

実に判断することはできません。  

カウンターパーティ信用リスク：ファンドは、カウンターパーティ信用リスク、すなわち、適時に利息および／または

元本の支払いを履行すること、あるいはそれ以外の義務を履行することなど、企業が未清算取引や未決済取引に関する

契約債務を履行しないまたはできないリスクにさらされることがあります。ファンドは、運用会社が義務を履行するた

めの財源が確保されていると確信している相手方とのみ取引を締結し、またこれらの相手先の財務の安定性を監視する

ことによってカウンターパーティ信用リスクを管理しています。市場、発行体およびカウンターパーティ信用リスクに

対してファンドが潜在的にさらされる金融資産は、主に金融商品および相手方からの受取債権からなります。当該金融

資産に関連するファンドの市場、発行体およびカウンターパーティ信用リスクに対するエクスポージャーの範囲は、資

産負債計算書に計上された価額からファンドが保有する担保を控除した金額に近似しています。  

集中リスク：分散したポートフォリオは、これが適切でありファンドの目的に整合している場合、特定の投資の価格変

動がファンドの NAV に重要な影響を及ぼすリスクを最小化します。ファンドのポートフォリオにおける投資の集中は投

資明細表に開示されています。  

一部のファンドは、その資産の大部分を確定利付証券に投資する、および／または確定利付証券市場に紐付くデリバテ

ィブを利用しています。当該投資の価値および／または流動性は、市場金利の変動または経済状況の変化により影響を

受ける可能性があります。金利リスクは、社債またはその他の確定利付証券の価格が、金利下落に伴い上昇したり金利

上昇に伴い下落したりするリスクです。当期間は歴史的な低金利であることから、金利の上昇リスクが高まる可能性が

あります。  

LIBOR 移行リスク：英国金融行動監視機構は、ロンドン銀行間取引金利（以下「LIBOR」）を 2021 年末までに廃止する

と発表し、それ以降は LIBOR の公表が中止される見込みです。ファンドは、LIBOR と紐付く金融商品の支払義務、資金

調達条件、ヘッジ戦略または投資価値について影響を受ける可能性があります。また LIBOR からの移行プロセスによ

り、現在契約条件に LIBOR が含まれる金融商品の市場のボラティリティや非流動性が高まる可能性や、当該金融商品に

対して締結された新しいヘッジの有効性が低下する可能性があります。LIBOR 移行プロセスがファンドに及ぼす最終的

な影響は不確実です。  

9. 資本受益証券の取引

資本受益証券は、ファンドが特定数の受益証券の集合単位またはその倍数（以下「クリエーション・ユニット」）での

み NAV で発行および償還を行います。クリエーション・ユニット単位以外のファンドの受益証券の償還はできません。  

資本受益証券の取引は以下の通りです。  

2020 年 10 月 31 日終了年度  2019 年 10 月 31 日終了年度 

i シェアーズ ETF  受益証券口数 金額 受益証券口数 金額 

米国物価連動国債 

受益証券売却 81,000,000 $ 9,911,228,592 29,000,000 $ 3,303,189,457 

受益証券償還 (65,800,000)    (7,875,669,257)  (57,200,000)   (6,442,491,198) 

純増加（減少） 15,200,000 2,035,559,335 (28,200,000)   (3,139,301,741) 
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トラスト内のファンドのクリエーション・ユニットの購入対価は、一般に所定の有価証券ポートフォリオの現物拠出お

よび一定額の現金です。トラストの一部のファンドは、クリエーション・ユニットの提供が全額または一部米ドル現金

で行われる場合があります。クリエーション・ユニットの購入および償還依頼を行う投資家は、購入取引手数料および

償還取引手数料をトラストの事務代行会社であるステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニーへ直

接支払い、現金によるクリエーション・ユニットを含むクリエーション・ユニットの発行および償還依頼に伴う譲渡お

よびその他の取引費用と相殺します。また、現金によりクリエーション・ユニットの取引を行う投資家は、当該ファン

ドの諸費用（印紙税、為替あるいはその他の金融取引に係る税金ならびにブローカー手数料）およびポートフォリオ有

価証券投資に関連するマーケットインパクト費用を補うための、追加的な変動費の支払いを行います。かかる変動費

は、該当がある場合には、上記の表の受益証券売却に含まれます。  

現物拠出あるいは現物償還に関連する有価証券の決済は遅延することがあります。このような場合、現物取引に関連す

る有価証券は、未収金または未払金として資産負債計算書に反映されます。  

10. 法的手続

2016 年 6 月 16 日に、一部の iシェアーズ・ファンド（iシェアーズ・コア S&P 小型株 ETF、i シェアーズ ラッセル 

1000 グロース ETF、i シェアーズ・コア S&P 500 ETF、i シェアーズ ラッセル 中型株 グロース ETF、i シェアーズ 

ラッセル 中型株 ETF、i シェアーズ ラッセル 中型株 バリュー ETF、i シェアーズ 好配当株式 ETF、i シェアーズ 

モーニングスター 中型株 ETF、i シェアーズ モーニングスター 大型株 ETF、i シェアーズ 米国航空宇宙・防衛 ETF

および iシェアーズ 優先株式＆インカム証券 ETF）の投資家（以下「原告」）が、iシェアーズ・トラスト、ブラッ

クロック・インクおよび一部のアドバイザリー関連会社、ファンドの一部の取締役／受託者および役員（総称して「被

告」）に対し、カリフォルニア州裁判所において集団訴訟を提起しました。この訴訟は、被告が、上記のファンドが発

行した英文目論見書において、2010 年 5 月 6日に発生したような「瞬間暴落（flash crash）」が起きた場合にストッ

プロス・オーダーを用いるリスクを適切に開示していなかったことにより、連邦証券法に違反したと主張するもので

す。2017 年 9 月 18 日に、裁判所は、原告は自らの請求を主張するための当事者適格に欠けるとする判決声明を発表し

ました。2017 年 10 月 11 日に、裁判所は、原告のすべての請求を再訴不能として却下する最終判決を下しました。2020

年 1 月 23 日付の意見書において、カリフォルニア州控訴裁判所は原告の請求却下について是認しました。2020 年 3 月 3

日に、原告はカリフォルニア州最高裁判所による再審を請求しました。2020 年 5 月 27 日に、カリフォルニア州最高裁

判所は原告の再審請求を棄却しました。本件は既に終了しています。  

11. 後発事象

マネジメントは、財務書類の公表が可能となった日までの、すべての後発事象によるファンドへの影響の評価を行い、

財務書類の修正ないし財務書類における追加開示が必要となる後発事象は存在しないと判断しました。  
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本報告書に記載の「Ⅰ．計算期間中における運用の経過および運用状況の推移、（１）運用の経過、③

１口当たり純資産価格の主な変動要因、投資環境およびポートフォリオについて」、「Ⅳ．投

資有価証券の主な銘柄」および「Ⅴ．ファンドの経理状況」は、ファンドのアニュアル・レポ

ートの該当部分の翻訳であり、本報告書と原文（英文）との間に相違がある場合には、原文（英

文）の内容に従うことになります。なお、原文（英文）の記載のうち、ファンドに関係しない

部分を省略する場合があります。また、本報告書の円換算額表記にあたって、円未満は四捨五

入してありますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値とは一致しないことがあります。
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